
コロンビア定期報告（１１月の経済） 

 

１１月のコロンビア経済概況は以下のとおり。 

 

【ポイント】 

●１０月のインフレ率は年率１０．４８％。（９日） 

●エコペトロル社とベネズエラ国営石油公社（ＰＤＶＳＡ）の提携。（２０日） 

 

【本文】 

１ 主な出来事 

〈国内情勢〉 

（１）金融政策・物価・雇用関連 

ア １０月インフレ率１０．４８％、予測を下回る（「ラ・レプブリカ」紙、９

日） 

 国家統計局（ＤＡＮＥ）は、１０月のインフレ率が年率１０．４８％であった

と発表した。なお、シティバンクによるインフレ率の予測調査では、１０．５９％

であった。 

イ インフレとペソ安、家計支出に影響（「ポルタフォリオ」紙、２３日） 

 Raddar 社の調査によれば、１０月の家計支出は１２か月連続で減少、年率で

２．３％減となった。同社は、１２．２％のインフレ率、１３．４％の貸出金利、

９．２％のペソ安を原因としている。 

ウ 政府、２０２３年インフレ率を９．７３％と予測（「ポルタフォリオ」紙、

２４日） 

 ボニジャ財務公債大臣は、本年のインフレ率を９．７３％と予測している旨発

言した。また、補助金の段階的撤廃によるガソリン価格の上昇がなければ、イン

フレ率は更に低く、７～８％となったであろうとの見解を述べた。 

エ コロンビア、２０２３年経済成長率は１．２％、インフレ率は２０２５年ま

でに５％に（「ポルタフォリオ」紙、「ラ・レプブリカ」紙、「エル・エスペクタ

ドール」紙、２９日） 

 ＯＥＣＤは、２０２３年のコロンビアの経済成長率予測を６月時点での１．

５％の予測から下方修正し、１．２％とした。また、２０２４年予測も同様に１．

８％から１．４％に下方修正した。ＯＥＣＤは、世界的な景気後退から２０２４

年のコロンビアの原油輸出が低下することを下方修正の理由に挙げている。 

オ 中銀金融政策決定会合、金利据置き（「ポルタフォリオ」紙、「エル・エスペ

クタドール」紙、３０日） 

 中銀金融政策決定会合は、インフレ目標３％を達成するまでに１２～１８か



月を要するとの考えを示し、金利を１３．２５％に据え置いた。２０２３年４月

以降、インフレ率は低下傾向にあるものの、１年前に中銀が予測した低下スピー

ドよりも遅い下げ幅となっている。 

 

（２）財政関連 

ア 大統領府、各省庁の予算執行を促す（「ラ・レプブリカ」紙、１５日） 

 ペトロ大統領は、各省庁及び政府機関に対して直接大統領令を発出、予算の早

期執行を促した。会計検査院の報告によれば、本年１０月３１日時点で予算執行

率は７１．５％となっている。 

イ ペトロ大統領、憲法裁判所の判決により予算削減を指示（「ラ・レプブリカ」

紙、１７日） 

 １６日、憲法裁判所は、昨年１１月に議会で承認された税制改革法のうち、石

油、石炭等開発企業による政府へのロイヤリティ支払いを法人所得税の課税ベ

ースから非控除とするとした条項について、税の公正性、公平性に反し、違憲で

あるとの判決を下した。これを受け、コロンビア鉱業協会（ＡＣＭ）は、鉱業業

界の実効税率の限界を超える不公平な税制が撤廃されると評価した。一方、ペト

ロ大統領は、財務省に対し、三権の各予算の削減を行うよう指示した。 

ウ ペトロ大統領、２０２４年の政府高官給与額を凍結（「ポルタフォリオ」紙、

「ラ・レプブリカ」紙、２２日） 

 ペトロ大統領は、コロンビア・インフラ会議所総会に出席し、憲法裁判所の判

決により減少する税収６．５兆ペソの歳出削減を行わねばならないと発言、政府

高官の給与額の凍結、経常支出カット、優先されない投資の繰延べの３つを選択

肢として挙げた。 

エ 商工観光省、予算額の１１６％を執行（「ポルタフォリオ」紙、２３日） 

 ２２日、ウマニャ商工観光大臣は下院第２委員会に召致され、「経済的正義」

のためのカサナレ県における諸活動について説明した。ウマニャ大臣は、カサナ

レ県において観光分野で１０のプロジェクトを承認、３２億ペソの予算が計上

されている旨説明した。また、商工観光省の予算執行額は５，１８７億２，２０

０万ペソと１１６％の執行率となっている旨発言した。 

 

（３）鉱業エネルギー関連 

ア エコペトロル社とベネズエラ国営石油公社（ＰＤＶＳＡ）の提携（「La W」

ラジオ、２０日） 

 ペトロ大統領のベネズエラ訪問（１８日）を受け、炭化水素の探査・開発を目

的としたエコペトロル社とＰＤＶＳＡの提携を通じて両国がエネルギー分野で

連携する意志表明がなされた。ペトロ大統領は、「エコペトロル社がＰＤＶＳＡ



とベネズエラのガス田や油田の開発で提携すれば、ベネズエラへの電力輸出、コ

ロンビアへの天然ガス輸出が保証される。」と発言した。 

イ 米国、対ベネズエラ経済制裁を緩和、エコペトロル社が天然ガス輸入を準備

（「エル・エスペクタドール」紙、２２日） 

 ペトロ大統領がエコペトロル社とＰＤＶＳＡとの提携について発言したこと

に関連し、２１日、エコペトロル社は、ベネズエラでの石油産業への参画を発表

した。また、同社は米国財務省外国資産管理室（ＯＦＡＣ）の承認を得て、炭化

水素分野におけるＰＤＶＳＡとの交渉を進めており、２０２４年１２月にはベ

ネズエラからの天然ガスの輸入が開始されると明らかにした。 

ウ ペトロブラス、コロンビアでの天然ガス開発を発表（「ラ・レプブリカ」紙、

２５日） 

 プラテス・ペトロブラス社長は、ＥＦＥ通信のインタビューで、コロンビアの

カリブ海沿岸にあるガス田開発計画を進めている旨発言した。同ガス田開発は

他の開発業者と提携して実施し、コロンビアから液化天然ガスを輸出するとい

うもの。ペトロブラスはガス田を発見している他、シェルやオクシデンタルなど

の多国籍企業も同地域で大規模な埋蔵量のガス田を発見しており、共同で輸出

拠点を建設する計画とのこと。 

エ 運送業者、軽油価格１０，２００ペソ／ガロンを提案（「ポルタフォリオ」

紙、３０日） 

 貨物運搬業者は財務公債省との協議で、財務公債省に対して軽油税を撤廃す

るとともに、エコペトロル社が適切な利益を得られるよう提案した。関係者によ

れば、軽油価格は１０，２００ペソ／ガロンを超えず、かつ現行の軽油税を撤廃

し、国内生産コストに応じた価格を提案した模様。政府の提案した軽油価格の引

上げでは、長距離輸送コストは約３０％増となり、インフレ率の上昇につながる

おそれがある。 

 

（４）インフラ関連 

ア 中国政府、ボゴタ・メトロ１号線契約変更に応じず（「フォーブズ」誌、３

日） 

 ペトロ大統領が１０月末に訪中した際、習近平国家主席は、「コロンビア国民

の決定を尊重しつつ、メトロ建設を引き続き支援する用意がある」と発言した。

また、朱駐コロンビア中国大使も「コロンビアで承認された契約があり、中国政

府はその契約変更等に対応しない。」と述べた。 

イ 政府、今後３０年の運輸マスタープランを発表（「ラ・レプブリカ」紙、「エ

ル・ヌエボシグロ」紙、２１日、２２日） 

 ２１日、運輸省及び国家企画庁（ＤＮＰ）は、運輸マスタープラン（２０２１



－５１）を発表した。同プランは、長期プロジェクトのロードマップを決定する

もの。同プランで優先されるプロジェクトは、２０５０年までに総額２４０兆ペ

ソで、このうち、鉄道の１３プロジェクトに１８．９兆ペソ、水運の１３プロジ

ェクトに１１．１１兆ペソ、海運の４プロジェクトに２．４３兆ペソ、空路の１

６プロジェクトに２３兆ペソが充てられる。 

ウ 政府、インフラ・プロジェクトに１４０兆ペソを投資（「ポルタフォリオ」

紙、２３日） 

 カマルゴ運輸大臣は、インフラ会議所（ＣＣＩ）年次総会に出席、政府が今後

４年間でインフラ・プロジェクトに対して１４０兆ペソを投資すると発言した。

内訳は、鉄道に３１兆ペソ（投資額全体の２２％）、空港に３３兆ペソ（同２４％）、

水路・港湾に７．８兆ペソ（同６％）、道路に６７．８兆ペソ（同４８％）。 

エ ５Ｇ入札（「ポルタフォリオ」紙、１４日） 

 １２月２０日に行われる５Ｇ入札の参加企業が明らかになった。リスカノ情

報通信技術大臣は、Claro Colombia、Union Temporal(Telefonica Movistar と 

Tigo が統合)、WOM Colombia、Telecall Colombia の４社から、入札への参加要

請を受け付けたと発言した。 

オ ガラン次期ボゴタ市長、ボゴタ市インフラ計画について発言（「ラ・レプブ

リカ」紙、２４日） 

 インフラ会議所（ＣＣＩ）年次総会にて、メデジン、ボゴタ、カリ、カルタヘ

ナ各市の次期市長が各市のプロジェクト及び中央政府との関係について議論す

るパネルが行われた。同パネルで、ガラン次期ボゴタ市長は、ボゴタ市内の緑道

建設計画について発言、「このプロジェクトを進めるべきではないとの市民の声

があり、平行するカラカス通りでのメトロ建設と併せ、十分な検討が必要であ

る。」と述べ、建設計画を行わない考えを示した。 

 

（５）その他 

ア 新規住宅販売、前年同月比４３％減（「ラ・レプブリカ」紙、２日） 

 コロンビア建設会議所（CAMACOL）によれば、９月の新規住宅販売件数は、前

年同月比４３％減となった。また、２０２２年１０月～２０２３年９月の新規住

宅販売件数は１４万６，２８３棟、２０２３年１～９月は９万９，５０１棟であ

った。なお、公益住宅（VIS）販売は４６．８％減、非公益住宅販売は３４．３％

減であった。 

イ マツダ、国内市場シェア１０％に（「ポルタフォリオ」紙、９日） 

 マツダ・コロンビアが創業４０周年を迎えた。ロペス社長は、「本年、販売台

数が約２％増となり、国内市場シェアは１０％になった。」と発言。また、「２０

４０年にはボゴタ市のモビリティは、１００％電気となるといわれるが、まだ不



十分な点が多くある。ハイブリッド車のような異なる技術との共存が必要であ

る。」との考えを示した。 

ウ トヨタ、１０月販売台数（「ポルタフォリオ」紙、１４日） 

 １０月のトヨタ車の販売台数は１，８９６台であった。また、本年１～１０月

の販売台数は２万３０１台となり、首位のルノーに迫る勢いとなっている。 

エ 第３四半期ＧＤＰ（「ラ・レプブリカ」紙、１６日） 

 第３四半期のＧＤＰが－０．３％と予測を大きく下回り、ペトロ政権発足後初

めてのマイナス成長となった。全国経営者協会（ＡＮＤＩ）等の経済団体及びシ

ンクタンクは、投資が１１％落ち込んだことを強調、ＧＤＰがマイナスになった

ことについて懸念を表明した。また、理由として、需要縮小、高金利、生産の高

コスト等を挙げた。また、投資やビジネスの環境が悪化したことも指摘した。 

オ １０月外国直接投資急減（「エル・ヌエボシグロ」紙、２２日） 

 コロンビア中銀によれば、１０月の外国直接投資（ＦＤＩ）は、前月比１億６，

３００万ドル減の８億５，３００万ドルであった。また前年同月比でも、１億１，

５００万ドル減となった。 

カ ２０２３年海外送金、１００億ドルを超える（「ラ・レプブリカ」紙、２４

日） 

 コロンビアが受け取る２０２３年の海外送金額が１００億ドルに達し、過去

最高額となる見込み。コロンビア中銀によれば、９月末時点での送金額は７４億

４２０万ドルで、前年同期比７．７％増。金融機関アナリストへの聞き取り調査

によれば、本年は１００億ドルを超える海外送金額になると予測される。 

キ １０月失業率、９．２％（「ポルタフォリオ」紙、「ラ・レプブリカ」紙、「エ

ル・ヌエボシグロ」紙、「エル・エスペクタドール」紙、３０日） 

 ３０日、ＤＡＮＥは１０月の失業率を９．２％と発表した。前年同月の９．７％

と比して新規雇用創出が若干冷え込んだ。なお、前月の失業率は９．３％であっ

た。 

 

〈対外経済関係〉 

（１）通商関連 

ア ９月輸出、１０か月連続減（「ラ・レプブリカ」紙、２日） 

 ９月の輸出は、前年同月比１３．６％減の４１億２，７７０万ドルと、２０２

２年１２月から９か月連続の減少となった。 

イ 外国人観光客数４７０万人を超える（「ラ・レプブリカ」紙、１４日） 

 商工観光省によれば、２０２３年の外国人観光客数は、２０２２年を超えると

見られる。２０２３年１～９月の外国人観光客数が４１９万８，８０１人を記録

し、前年同期比で２９．３％増となっている。同統計では、米国からの観光客が



２６．８％を占め、８１万４０５人。次いで、エクアドル、メキシコ、ペルー、

ベネズエラからの入国となっている。 

ウ コロンビア、輸入規制でＥＵを非難（「ポルタフォリオ」紙、２７日） 

 ２７日、コイ外務次官は、ＥＵに対し、コロンビア産農産物の輸入に一方的な

規制を課しているとして、これを非難した。同次官は、「世界経済が混迷してい

る中で、ＥＵが２０５０年までに温室効果ガス排出ゼロを目指す「パクト・ベル

デ」により、ＥＵ・コロンビア間の通商及び投資が減少しかねない。」と述べ、

懸念を表明した。現在、対ＥＵ輸出にあたり、コロンビア産農産物が森林伐採等

を発生させていない等といった証明書発行に追加的なコストがかかっている。 

エ コロンビア、ＥＵとアンチダンピングで対立（「ラ・レプブリカ」紙、２８

日） 

 ２７日、コロンビアとＥＵは、ＷＴＯの裁定遵守について合意していない旨表

明した。本件は、ベルギー、ドイツ及びオランダからの冷凍フライドポテトの輸

入に対してコロンビアがアンチダンピング措置を発動しているもの。現在、コロ

ンビアは、ダンピング行為を感知した際にこれらの製品に３～８％の追加関税

を課している。 

 

（２）国際協力関連 

ア 「経済繁栄のための米州パートナーシップ（ＡＰＥＰ）」サミット（「ポルタ

フォリオ」紙、３日） 

 ３日、ペトロ大統領は訪米し、ＡＰＥＰサミットに出席した。米国は、米州地

域の「戦略的」同盟関係を活性化させる。イエレン財務長官は、サプライチェー

ンの多様化の好機である旨強調した。 

イ ペトロ大統領のＡＰＥＣ出席 

 １５日、ペトロ大統領は、米サンフランシスコを訪問、ＡＰＥＣに出席した。

コロンビアは加盟国ではないが、観光、サービス、投資、中小企業に関するワー

キング・グループ、及び税関手続に関する委員会に招待され、参加した。（「ラ・

レプブリカ」紙、１５日） 



主な経済指標

経済活動指標 2022/09 2023/07 2023/08 2023/09

国内総生産（四半期）（DANE）：％ 7.8 -0.3 -0.3 -0.3

経済活動指数（DANE）：％ 4.9 0.3 -0.4 -0.1

経済活動指数第１次産業（DANE)：％ -1.9 2.2 1.5 4.0

経済活動指数第２次産業（DANE)：％ 6.5 -6.4 -8.3 -5.0

経済活動指数第３次産業（DANE)：％ 6.0 1.1 1.0 0.1

エネルギー需要(XM)：GWh 6,410 6,764 6,964 6,848

エネルギー需要－前年同月比(XM)：％ 1.6 4.4 7.1 6.2

雇用

全国平均失業率（DANE）：％ 10.7 9.6 9.3 9.3

主要13都市失業率（DANE）：％ 10.4 9.8 9.6 9.6

消費

消費者信頼感指数（ＦＥＤＥＳＡＲＲＯＬＬＯ）：％ -11.5 -17.4 -18.8 -17.9

実質小売売上高指数（DANE）：％ 7.2 -8.2 -10.0 -9.3

自動車販売台数（単月）（ANDEMOS）：台 23,893 13,146 14,874 15,611

自動車販売台数（年内累計）（ANDEMOS）：台 195,410 104,015 118,889 134,500

物価

消費者物価上昇率－前月比（DANE）：％ 0.93 0.50 0.70 0.54

消費者物価上昇率－前年同月比（DANE）：％ 11.44 11.78 11.43 10.99

生産者物価上昇率－前月比（DANE）：％ 0.68 -0.74 1.55 1.17

ガソリン価格（ボゴタ）（鉱山省）：ペソ／ガロン 9,523 13,373 13,973 14,973

生産

実質工業生産指数（DANE）：％ 6.9 -7.2 -8.6 -6.9

実質工業売上高指数（DANE）：％ 6.5 -6.0 -6.4 -5.8

新規建設着工承認面積（DANE）：㎡ 3,029,267 1,354,532 2,258,373 2,057,988

コーヒー生産量（ＦＮＣ）：千袋（６０Kg） 834 947 872 849

コーヒー生産量-前年同月比：％ -31.0 -21.7 -4.7 -29.8

コーヒー価格（ＩＯＣ）/ 11月から　"SUAVE"：USD 296.46 190.33 188.71 186.00

石油生産量（日量）（鉱山省）：バレル 753,584 781,965 781,904 771,156

石油生産量－前年同月比（鉱山省）：％ 1.2 6.9 4.6 3.6

石油生産量（日量・年内平均）（鉱山省）：バレル 748,546 774,418 775,354 774,887

石油価格WTI：USD ／バレル 84.26 76.07 81.39 89.43

金融

政策金利（中央銀行)：％ 9.00 13.25 13.25 13.25

為替　月初（中央銀行)：COP 4,422.77 4,177.58 3,898.48 4,099.20

為替　月末（中央銀行)：COP 4,532.07 3,923.49 4,085.33 4,053.76

為替　最高値（中央銀行)：COP 4,556.42 4,195.93 4,144.79 4,099.20

為替　最安値（中央銀行)：COP 4,346.91 3,923.49 3,898.48 3,902.54

株式指数　月初（中央銀行)：COP 1,224.00 1,134.27 1,178.85 1,084.71

株式指数　月末（中央銀行)：COP 1,128.24 1,174.70 1,076.12 1,121.64

株式指数　最高値（中央銀行)：COP 1,236.74 1,174.70 1,178.85 1,121.64

株式指数　最安値（中央銀行)：COP 1,112.84 1,115.02 1,076.12 1,046.70

貿易

貿易収支（ＦＯＢ）（DANE)：百万米ドル -1,401 -561 -1,061 -575

輸出額（FOB)（DANE)：百万米ドル 4,779 4,095 3,947 4,128

輸出額（ＦＯＢ）－前年同月比（DANE)：％ 26.1 18.9 13.9 8.9

輸出額（FOB)年内累計（DANE)：百万米ドル 43,945 28,711 32,658 36,786

輸入額（CIF）（DANE)：百万米ドル 6,696 4,945 5,288 4,944

輸入額（ＣＩＦ）－前年同月比（DANE)：％ 16.8 3.0 -1.1 -13.8

輸入額（CIF)年内累計（DANE)：百万米ドル 59,390 36,766 42,054 46,999

労働者送金（中央銀行）：百万米ドル 751 762 888 881


